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令和元年度上期の事業概況

業績の概要 （単位：百万円、人、％）
平成29年9月期 平成30年9月期

対前年上期比
預金積金平均残高 117,428 118,669 120,686 2,017
貸出金平均残高 68,511 73,760 78,352 4,591
有価証券平均残高 25,030 25,823 28,822 2,999
組合員数（人） 24,660 24,602 24,511 △ 91
普通出資金残高 1,837 1,828 1,816 △ 11

資金利益 816 808 810 1
役務取引等利益 △ 24 △ 26 △ 27 △ 1
その他業務利益（債券５勘定尻を除く） 1 1 1 △ 0

コア業務粗利益 794 783 784 0
△経費 720 678 683 4

コア業務純益 73 105 101 △ 4
債券関係損益（債券５勘定尻） △ 0 △ 0 △ 0 0
△一般貸倒引当金繰入額 - - - -

業務純益 73 104 100 △ 3
30 17 125 108
- - - -

経常利益 101 121 226 104
うち特別利益 - - - -
△うち特別損失 7 0 0 △ 0
△うち法人税、住民税及び事業税 3 3 3 0

当期純利益 90 118 222 104
単体自己資本比率（％） 14.38 12.98 12.18 △ 0.80
（注）1.「コア」とは、債券関係損益及び一般貸倒引当金繰入額を除いた損益です。

  　  2．自己資本比率について、平成25年3月8日改正の平成18年3月金融庁告示第22号に基づき算出しています。

【コア業務純益】

コア業務粗利益

　７８４百万円

経費

　６８３百万円

コア業務純益

　１０１百万円

【不良債権への対応】
償却債権取立益

　　　８百万円

不良債権の処理など

△１１７百万円
お取引先の事業改善等に積極的に取組んだことにより、貸倒引当金は117百万円の
戻し入れとなりました。

以上の結果、当期純利益は前年同期比１０４百万円増加し、２２２百万円となりました。

既に会計処理済の不良貸出金についてもその回収に努め、償却債権取立益8百万円
を確保しました。

上記の結果、金融機関の実質的な収益力の指標となる「コア業務純益」は、前年
同期比4百万円減少し、今年度101百万円の計上となりました。

　令和元年度は、第二次経営強化計画の最終年度としてその計画達成に向け、地域の皆様への安定的な金融仲
介機能の更なる提供と収益性改善に向け取り組んでまいりました。そのような中、貸出金のみならず預金について
も大幅な増加となりました。この結果、市場金利の低迷等により余資運用収益は減収となったものの貸出金利息収
入が引き続き増加したことにより資金利益は前年対比増加させることができました。コア業務純益は経費の一部増
加により前年対比4百万円減少の101百万円となりましたが、引き続き100百万円台を確保することができました。ま
た、当期純利益はお取引先の事業改善等への取組みにより前年対比104百万円増加の222百万円を計上すること
ができました。

令和元年9月期

余資運用を含めた市場金利の低迷等により余資運用収益は減収となったものの、
貸出金の大幅な増加によりコア業務粗利益は若干ですが前年同期比増加の784百万
円となりました。

一時的な人件費の増加等により前年同期比4百万円増加の683百万円となりまし
た。

△うち貸出金償却、個別貸倒引当金繰入額

うち貸倒引当金戻入益、償却債権取立益
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経営の内容

１．貸借対照表

（単位：百万円）
科目（資産の部） 平成30年9月末 平成31年3月末 令和元年9月末

現金 976 1,197 1,290
預け金 43,139 39,507 40,382
金銭の信託 - - -
有価証券 26,543 29,505 29,335
貸出金 76,126 78,591 81,374
外国為替 - - -
その他資産 830 992 958
有形固定資産 1,535 1,519 1,523
無形固定資産 6 6 5
繰延税金資産 - - -
債務保証見返 165 169 171
貸倒引当金 △ 2,083 △ 1,830 △ 1,712

（うち個別貸倒引当金） △ 1,869 △ 1,785 △ 1,663
　　資　　産　　計 147,240 149,658 153,329

科目（負債及び純資産の部） 平成30年9月末 平成31年3月末 令和元年9月末

預金積金 119,563 119,952 121,599
借用金 17,600 19,200 21,000
その他負債 146 207 254
賞与引当金 31 33 33
退職給付引当金 0 - -
その他の引当金 51 54 54
繰延税金負債 38 69 89
債務保証 165 169 171
　　負　　債　　計 137,598 139,686 143,202
組合員勘定 9,543 9,793 9,895

出資金 8,103 8,083 8,091
普通出資金 1,828 1,808 1,816
優先出資金 6,275 6,275 6,275

資本剰余金 591 591 591
資本準備金 591 591 591

利益剰余金 849 1,118 1,212
　　利益準備金 116 116 155

その他利益剰余金 733 1,002 1,057
　　　特別積立金 20 20 40
　    　当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 713 982 1,017

評価・換算差額等合計 98 177 230
その他有価証券評価差額金 98 177 230

　 純 資 産 計 9,642 9,971 10,126
　　負債及び純資産計 147,240 149,658 153,329

「貸借対照表」
　決算期末時点における組合の財務内容を表したものです。「負債」と「純資産」は資金がどのように調達されているかを示し、「資

　産」はその集まった資金がどのように運用されているかを示しています。資産と負債・純資産が均衡（資産＝負債＋純資産）して

  いることから、バランスシートとも呼ばれます。

「資産」
　所有している財貨や有形固定資産を表しています。皆様からお預かりした大切な預金は、貸出金や預け金、有価証券として運

　用しています。

「負債」
　金融機関が期限がきたら返さなければならない借金を表しています。最も大きいものが、お客様からお預かりしている大切な預

　金です。預金はお客様にとっては資産ですが、金融機関にとっては負債となるのです。

「純資産」
　組合員の皆様からの出資金や利益剰余金などからなり、金融機関経営の根幹となる「自己資本」といわれる部分です。

（注）１．このディスクロージャー誌における、記載金額などの表示は次に基づいています。
　　　　　（１）各表の金額単位未満の端数は、切捨てて表示しています。
　　　　　（２）比率は、特に注記がない限り小数点第３位以下を切捨てて、小数点以下第２位までを表示しています。
　　　２．当組合では「中間決算」を行っておりませんので、本表記載の９月末の財務諸表ならびに諸計数は、「仮決算」
　　　　　に基づいて記載しております。したがって、償却・引当等は、３月末の本決算時に、改めて算出いたします。

　貸出金残高は、平成30年9月末比52億48百万円増加し、813億74百万円となりました。預金残高は、平成30
年9月末比20億36百万円増加し、1,215億99百万円となりました。

- 3 -



２．損益計算書

（単位：百万円）
平成30年度上期 令和元年度上期
（H30.4～H30.9） （H31.4～R1.9）

経常収益 911 1,020
資金運用収益 828 830

貸出金利息 700 704
預け金利息 40 35
有価証券利息配当金 68 70
その他の受入利息 18 21

役務取引等収益 62 62
その他業務収益 2 1
その他経常収益 17 125

経常費用 790 794
資金調達費用 20 20
（うち金銭の信託運用見合費用） - - 

預金利息 18 19
給付補てん備金繰入額 1 1
借用金利息 - - 
その他の支払利息 0 0

役務取引等費用 89 90
その他業務費用 1 0
経費 678 683
その他経常費用 0 0

経常利益（又は経常損失） 121 226
特別利益 - - 
特別損失 0 0
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 121 226
法人税、住民税及び事業税 3 3
法人税等調整額 △ 0 △ 0
当期純利益（又は当期純損失） 118 222

３．業務純益 （単位：百万円）
平成30年度上期 令和元年度上期
（H30.4～H30.9） （H31.4～R1.9）

業務純益 104 100
実質業務純益 104 100
コア業務純益 105 101
コア業務純益（除く投資信託解約損益） 105 101
(注)１．　「業務純益」は、株式等の売却損益、貸出金償却および個別貸倒引当金繰入額等を除いた損益で、

　　　　　金融機関本来業務の成果を示す利益指標です。

　　　　　業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）

　　　　　　　　　　　＝業務粗利益－一般貸倒引当金繰入額－経費（人件費･物件費･税金）

　　 ２．　「実質業務純益」は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額を除いた損益です。

　　　　　実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額

　　 ３．　「コア業務純益」は、業務純益から、一般貸倒引当金の増減及び国債等債券に関する損益（債券５勘定尻）

　　　　　を除いた、金融機関本来業務での実質的な収益力を示す指標です。

　　　　　コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券に関する損益

　　 ４． 当組合9月期仮決算は、減損会計を適用していません。

　資金運用収益は平成30年度上期比で1百万円増加の8億30百万円となり、経常収益は10億20百万円となり
ました。一方で、経費は一時的な人件費の増加もあり、平成30年度上期比で4百万円増加の6億83百万円と
なり、コア業務純益は平成30年度上期比4百万円減少し101百万円となりました。当期純利益は貸倒引当金
の戻し入れがあったこと等から、平成30年度上期比104百万円増加して222百万円を計上することができまし
た。
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４．金融再生法ベースの債権区分による開示
　不良債権残高は平成30年3月末比9億40百万円減少しました。また、担保・保証、引当金によってカバーしている割合である保全率は、84％と
十分に高く、健全性の維持に努めています。収益確保のため、信用リスク管理の徹底に努め、信用コストの発生を抑制していきます。

（１）債権額 (  )内は構成比 （単位：百万円）
債　　権　　区　　分 平成30年9月末 令和元年9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 504 ( 0.66%) 317 ( 0.38%)
危険債権 7,274 ( 9.53%) 6,027 ( 7.39%)
要管理債権 31 ( 0.04%) 25 ( 0.03%)

小　　　　　　　計 7,811 ( 10.23%) 6,370 ( 7.81%)
正常債権 68,473 ( 89.76%) 75,139 ( 92.18%)

合　　　　　　　計 76,284 (100.00%) 81,510 (100.00%)
（注）令和元年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、

以下の簡便な方法により算出しています。従って、平成31年3月末の計数とは計算方法が異なるため、計数は連続していません。
〈令和元年9月末の算出方法〉
1．債務者区分については原則として平成31年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としています。ただし、4月1日から9月末
　　までに倒産、不渡り等の客観的な事象による債務者区分の変更等のあった債権者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分
　　見直し後の債務者区分によっています。
2．「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、自己査定において「破綻先」及び「実質破綻先」に区分された債務者に対する債権の合計額です。
3．「危険債権」とは、自己査定において「破綻懸念先」に区分された債務者に対する債権額です。
4．「要管理債権」とは「要注意先」に区分された債務者に対する債権のうち、３カ月以上延滞した債権及び貸出条件を緩和した債権の合計額です。

（２）引当と保全状況　(令和元年9月末現在) （単位：百万円）
破産更生債権及び 危険債権 要管理債権 合計
これらに準ずる債権

金額　　　　　　　(A) 317 6,027 25 6,370
回収可能見込額　　(B) 271 3,824 12 4,109
回収懸念残高　　　(C)=(A)-(B） 45 2,203 13 2,261
貸倒引当金残高　　(D) 45 1,249 1 1,296
保全額　　　　　　(E)=(B)+(D) 317 5,073 14 5,405
引当率　　　　　　(D)/(C) 100.00% 56.69% 11.06% 57.30%
保全率　　　　　　(E)/(A) 100.00% 84.17% 55.30% 84.84%
（注）１．Ⅳ分類相当額（自己査定により実質無価値と査定した債権）については、部分直接償却又は全額貸倒引当を実施しています。
　　　２．上記の貸倒引当金残高（合計1,296百万円）は、金融再生法上の不良債権に対する貸倒引当金残高です。
　　　３．回収可能見込額算出の根拠となる不動産担保の評価額については、31年3月末自己査定における評価を用いています。

５．リスク管理債権の状況

（１）リスク管理債権残高 (  )内は構成比 （単位：百万円）
平成30年9月末 令和元年9月末

リスク管理債権総額 7,805 ( 10.25%) 6,364 ( 7.82%)
破綻先債権額　　 204 ( 0.26%) 69 ( 0.08%)
延滞債権額 7,569 ( 9.94%) 6,269 ( 7.70%)
３カ月以上延滞債権額 16 ( 0.02%) 6 ( 0.00%)
貸出条件緩和債権額 14 ( 0.01%) 19 ( 0.02%)

貸出金残高　 76,126 (100.00%) 81,374 (100.00%)
（注）令和元年9月末の計数は、以下の簡便な方法により算出しています。従って、平成31年3月末の計数とは計算方法が異なるため、計数は連続

していません。
〈令和元年9月末の算出方法〉
１．債務者区分については原則として平成31年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としています。ただし、4月1日から9月末
　　までに倒産、不渡り等の客観的な事象による債務者区分の変更等のあった債権者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分
　　見直し後の債務者区分によっています。

２．「破綻先債権額」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

  　　　　込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人

 　 　　　税法施行令第９６条第１項第３号のイ．会社更生法等の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、ロ．民事再生法の規定による再生

  　　　　手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、ニ．会社法の規定による特別清算開始の申立て

          があった債務者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者等に対する貸出金残高です。

　　　３．「延滞債権額」とは、未収利息不計上貸出金であって、上記２．に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を

  　　　　図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸出金残高です。

　　　４．「３カ月以上延滞債権額」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している貸出金残高（上記２．及び３．に掲げ

  　 　　 るものを除く）です。

　　　５．「貸出条件緩和債権額」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その

　 　　　他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金残高（上記２．３．及び４．に掲げるものを除く）です。

（２）引当と保全状況　(令和元年9月末現在) （単位：百万円）
合計

金額　　　　　　　(A) 69 6,269 6 19 6,364
回収可能見込額　　(B) 62 4,033 - 12 4,108
回収懸念残高　　　(C)=(A)-(B) 6 2,236 6 6 2,255
貸倒引当金残高　　(D) 6 1,283 0 1 1,290
保全額　　　　　　(E)=(B)+(D) 69 5,316 0 13 5,399
保全率　　　　　　(E)/(A) 100.00% 84.79% 5.56% 72.84% 84.84%
（注）１．「回収可能見込額」とは、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
　　　２．「貸倒引当金」は、リスク管理債権に区分した貸出金のみに対する貸倒引当金です。
　　　３．回収可能見込額算出の根拠となる不動産担保の評価額については、平成31年3月末自己査定における評価を用いています。

破綻先債権
額

延滞債権額 ３カ月以上延
滞債権額

貸出条件緩
和債権額
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６．有価証券等の時価情報
　当組合では日本公認会計士協会金融商品会計に関する実務指針等に則った適切な会計処理を行っております。

（１）有価証券等の時価情報
平成３０年９月末 平成３１年３月末 令和元年９月末

簿価 時価 評価損益 簿価 時価 評価損益 簿価 時価 評価損益

（２）有価証券の時価情報（種類別）
平成３０年９月末 平成３１年３月末 令和元年９月末

（３）有価証券の時価情報（保有目的別）
平成３０年９月末 平成３１年３月末 令和元年９月末

（注）本表における簿価は、評価損益反映前の数値です。「その他有価証券」の評価損益を反映した額が貸借対照表の有価証券残高と

　　  一致します。

７．貸出金業種別内訳
（ ）内は構成比　  （単位：百万円）

製造業 ( ) ( )

農業、林業 ( ) ( )

漁業 ( ) ( )

鉱業、採石業、砂利採取業 ( ) ( )

建設業 ( ) ( )

電気・ガス・熱供給・水道業 ( ) ( )

情報通信業 ( ) ( )

運輸業、郵便業 ( ) ( )

卸売業、小売業 ( ) ( )

金融業、保険業 ( ) ( )

不動産業 ( ) ( )

物品賃貸業 ( ) ( )

学術研究、専門・技術サービス業 ( ) ( )

宿泊業 ( ) ( )

飲食業 ( ) ( )

生活関連サービス業、娯楽業 ( ) ( )

教育、学習支援業 ( ) ( )

医療、福祉 ( ) ( )

その他のサービス ( ) ( )

その他の産業 ( ) ( )

小　　　計 ( ) ( )
地方公共団体 ( ) ( )
雇用・能力開発機構等 ( ) ( )
個人（住宅・消費・納税資金等） ( ) ( )
合　　　計 ( ) ( )

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

386　 

1,629　 

15,381　 

5,327　 

4,770　 

3,745　 

582　 

125　 

1,503　 

973　 

1,028　 

-　 

81,374　 

19,344　 

5,532　 

56,498　 

258　 

346　 

7,468　 

896　 

-   

169　 

8,825　 

84　 

3,533　 

526　 

157　 

76,126　 

18,488　 

-　 

5,518　 

52,119　 

72　 

2,748　 

4,214　 

13,338　 

4,873　 

1,464　 

828　 

1,046　 

386　 

1,502　 

8,566　 

177　 

0　 

914　 

7,325　 

357　 

6.79%

-

23.77%

100.00%

1.84%

0.15%

0.71%

4.60%

0.31%

69.42%

6.54%

18.90%

2.00%

0.47%

1.26%

1.19%

7.24%

-

0.20%

-

1.10%

9.17%

0.42%

0.05%

3.73%

5.86%

24.28%

100.00%

3,036　 

41　 

平成３０年９月末 令和元年９月末

10.84%11.25%

0.23%

0.00%

0.69%

4.64%

0.11%

68.46%

1.97%

0.50%

1.37%

1.08%

0.20%

0.46%

0.09%

3.61%

5.53%

6.40%

17.52%

1.20%

9.62%

1.92%

その他

合　　　計

満期保有目的

その他有価証券

合　　　計

簿価

有価証券

金銭の信託

債券

株式

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

3,257

26,114

29,371

36

318

355

37

246

283

3,220

25,795

29,016

136

163

3,561

25,697

29,258

3,598

25,943

29,542

簿価 時価 評価損益

3,008

23,398

26,407

3,035

23,535

26,570

26

時価 評価損益 簿価 時価 評価損益

25,098

35

4,237

29,371

24

35529,542

262

11

9

283

24,777

29,016

5,723

36

5,152

26,570 163

8

24

5,713

29,258

評価損益

21,237

25

5,144

143

11

4,213

簿価 時価 評価損益 簿価 時価

23,520

283

23,782

35

-

355

-

320

11

23

-

評価損益 簿価 時価

29,258 29,371

-

29,542

- -

26,407

21,381

29,016

-

26,407

-

26,570 163

-
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８．自己資本比率の状況等
  自己資本比率は、リスク・アセット（総資産にリスク・ウェイトを乗じたもの）等に対して、出資金などの自己資本がどれだけあるかを表し、金融機関の

健全性・安全性を示す重要な指標です。当組合の自己資本比率は、国内基準を上回っており所要の自己資本額を確保しています。

自己資本の構成に関する事項 （金額単位：百万円）

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

経過措置によ
る不算入額

コア資本に係る基礎項目 （１）
9,543 9,664 9,895

うち、出資金及び資本剰余金の額 8,694 8,675 8,683
うち、利益剰余金の額 849 1,118 1,212
うち、外部流出予定額（△） - 128 -
うち、上記以外に該当するものの額 - - -

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 213 44 49
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 213 44 49
うち、適格引当金コア資本算入額 - - -

- - -

- - -

- - -

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 9,757 9,708 9,945
コア資本に係る調整項目 （２）

4 1 4 - 3 -
うち、のれんに係るものの額 - - - - - -
うち、のれん及びﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るもの以外の額 4 1 4 - 3 -

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - - - - - -
適格引当金不足額 - - - - - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - - - - - -

- - - - - -
前払年金費用の額 - - - - - -
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - - - - - -
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - - - - - -
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - - - - - -
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 - - - - - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - - - - -

- - - - - -
- - - - - -
- - - - - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - - - - -
- - - - - -
- - - - - -
- - - - - -

コア資本に係る調整項目の額　 （ロ） 4 4 3
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） 　（ハ） 9,753 9,704 9,941
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 72,022 74,583 78,580

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 1 - -
うち、無形固定資産（のれん及びﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るものを除く。） 1 - -
うち、繰延税金資産 - - -
うち、前払年金費用 - - -
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - - -
うち、上記以外に該当するものの額 - - -

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 3,114 3,021 3,021
信用リスク・アセット調整額 - - -
オペレーショナル・リスク相当額調整額 - - -
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 75,136 77,605 81,602
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.98% 12.50% 12.18%

令和元年９月期

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

平成３１年３月期
項　　目

平成３０年９月期

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当す
る額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

無形固定資産（ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るものを除く。）の額の合計額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、
　　信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成
　　18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

うち、ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

- 7 -



９．店舗とATMのご案内 令和元年11月末現在
店舗
コード 平　日 土曜日 日・祝日

〒528－0021
滋賀県甲賀市水口町八光２番４５号
℡ 0748－62－0751
〒520－3322
滋賀県甲賀市甲南町深川２０２８番地
℡ 0748－86－2244
〒520－3433
滋賀県甲賀市甲賀町大原市場５６番地４
℡ 0748－88－2262
〒529－1851
滋賀県甲賀市信楽町長野４６６番地１
℡ 0748－82－0851
〒528－0211
滋賀県甲賀市土山町北土山１６５４番地
℡ 0748－66－0268
〒520－0047
滋賀県大津市浜大津２丁目１番３５号
℡ 077－524－3821
〒525－0032
滋賀県草津市大路１丁目１６番８号
℡ 077－562－0485
〒520－3047
滋賀県栗東市手原３丁目１１番１号
℡ 077－553－0700
〒520－3234
滋賀県湖南市中央５丁目１６６番地
℡ 0748－69－6056
〒523－0893
滋賀県近江八幡市桜宮町２８９番地フジビル１階
℡ 0748－33－3100
〒520－1214
滋賀県高島市安曇川町末広１丁目２２番地１
℡ 0740－32－0220

平　日 土曜日 日・祝日

滋賀県甲賀市水口町貴生川２丁目４１番地 08:45～20:00 09:00～19:00 －

滋賀県湖南市三雲３８５番地 08:45～20:00 09:00～19:00 －

平　日 土曜日 日・祝日

滋賀県甲賀市水口町本綾野５６６番地１ 10:00～21:00 10:00～21:00 10:00～21:00

滋賀県甲賀市水口町水口６０８４番地１ 09:00～21:00 09:00～21:00 09:00～21:00

滋賀県甲賀市信楽町長野６２３番地３ 09:30～21:00 09:30～21:00 09:30～21:00

滋賀県湖南市中央１丁目３８番地 09:30～21:00 09:30～21:00 09:30～21:00

滋賀県湖南市石部中央６丁目１番３１号 09:30～21:00 09:30～21:00 09:30～21:00

滋賀県湖南市岩根４５８０番地 07:00～22:00 07:00～22:00 07:00～22:00

－

08:45～20:00 09:00～19:00 －

002

信楽支店 08:45～18:00 － －

008

店舗名 所在地
ＡＴＭ稼働時間

001 本店営業部

004

－ －甲南支店

08:45～20:00 09:00～19:00 －

003

007 土山支店 08:45～20:00 09:00～19:00

甲賀支店

08:45～18:00

－

013

025 湖南支店 08:45～18:00

イオンタウン湖南店

栗東支店 08:45～20:00 09:00～19:00 09:00～19:00

032

009 草津支店 08:45～18:00 － －

大津支店 08:45～18:00 － －

－

八幡支店 08:45～18:00 － －

－

出張所（ＡＴＭ店舗）

貴生川出張所

037 安曇川支店 08:45～20:00 09:00～17:00

甲西出張所

店外キャッシュコーナー

平和堂フレンドマート
信楽店

平和堂甲西中央店

平和堂石部店

平和堂フレンドマート
甲南店

滋賀県甲賀市甲南町竜法師３３８番地３ 09:30～21:00

平和堂アルプラザ
水口店

09:30～21:00 09:30～21:00

西友水口店
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〒528-0021

滋賀県甲賀市水口町八光２番４５号

ＴＥＬ ０７４８－６２－４１００（代）

ホームページ http://www.shigaken.shinkumi.jp


